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(57)【要約】
【課題】誘導電動機の制御装置において、定常状態だけ
でなく過渡状態においてもトルク制御の高精度化、高応
答化を実現する。
【解決手段】誘導電動機内部の磁束が電圧や電流の変化
に対して一定であるという仮定に基づいて、電圧指令を
生成する手段が、誘導電動機内部の磁束方向の励磁電流
と前記磁束方向に直交するトルク電流の干渉を考慮して
、指令値に追従するように電流制御を行う。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受電フィルタを介して直流電源に接続され、少なくとも１台以上の誘導電動機を駆動す
るインバータ装置に対して電圧指令を生成する手段を有する誘導電動機の制御装置におい
て、
　前記電圧指令を生成する手段は、前記誘導電動機内部の磁束が一定であるという仮定に
基づいて、前記誘導電動機内部の磁束方向の電流と前記磁束方向に直交する電流の干渉を
考慮して、前記磁束方向の電流が前記磁束方向の電流に対する第１の指令値に追従するよ
うに、また、前記磁束方向に直交する電流が前記磁束方向に直交する電流に対する第１の
指令値に追従するように、電流制御を行うことを特徴とする誘導電動機の制御装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の誘導電動機の制御装置において、
　前記電圧指令を生成する手段は、
　電動機定数と前記誘導電動機内部の磁束方向の電流に対する第１の指令値と前記磁束方
向に直交する電流に対する第１の指令値に基づいて前記インバータ装置に対する第１の電
圧指令を生成する手段と、電動機定数と前記磁束方向の電流と前記磁束方向に直交する電
流と前記磁束方向の電流に対する第１の指令値と前記磁束方向に直交する電流に対する第
１の指令値に基づいて前記インバータ装置に対する第２の電圧指令を生成する手段とを有
し、前記第１の電圧指令と前記第２の電圧指令に基づいて前記インバータ装置に対する電
圧指令を生成することを特徴とする誘導電動機の制御装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の誘導電動機の制御装置において、
　前記電圧指令を生成する手段は、
　電動機定数と前記誘導電動機内部の磁束方向の電流と前記磁束方向の電流に対する第１
の指令値に基づいて前記磁束方向の電流に対する第２の指令値を生成する手段と、電動機
定数と前記磁束方向に直交する電流と前記磁束方向に直交する電流に対する第１の指令値
に基づいて前記磁束方向に直交する電流に対する第２の指令値を生成する手段と、
　電動機定数と前記誘導電動機内部の磁束方向の電流に対する第２の指令値と前記磁束方
向に直交する電流に対する第２の指令値に基づいて前記インバータ装置に対する第１の電
圧指令を生成する手段とを有し、
　前記第１の電圧指令に基づいて前記インバータ装置に対する電圧指令を生成することを
特徴とする誘導電動機の制御装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の誘導電動機の制御装置において、
　前記電圧指令を生成する手段は、
　電動機定数と前記誘導電動機内部の磁束方向の電流と前記磁束方向の電流に対する第１
の指令値に基づいて前記磁束方向の電流に対する第２の指令値を生成する手段と、電動機
定数と前記磁束方向に直交する電流と前記磁束方向に直交する電流に対する第１の指令値
に基づいて前記磁束方向に直交する電流に対する第２の指令値を生成する手段と、
　前記磁束方向の電流に対する第１の指令値と前記磁束方向の電流に対する第２の指令値
に基づいて前記磁束方向の電流に対する第３の指令値を生成する手段と、前記磁束方向に
直交する電流に対する第１の指令値と前記磁束方向に直交する電流に対する第２の指令値
に基づいて前記磁束方向に直交する電流に対する第３の指令値を生成する手段と、
　電動機定数と前記誘導電動機内部の磁束方向の電流に対する第３の指令値と前記磁束方
向に直交する電流に対する第３の指令値に基づいて前記インバータ装置に対する第１の電
圧指令を生成する手段とを有し、
　前記第１の電圧指令に基づいて前記インバータ装置に対する電圧指令を生成することを
特徴とする誘導電動機の制御装置。
【請求項５】
　請求項１ないし請求項４のいずれかに記載の誘導電動機の制御装置において、



(3) JP 2009-72006 A 2009.4.2

10

20

30

40

　前記電圧指令を生成する手段は、
　電流制御の演算周期の間は前記誘導電動機内部の磁束が一定であるという仮定に基づい
て、電流制御を行うことを特徴とする誘導電動機の制御装置。
【請求項６】
　請求項１ないし請求項５のいずれかに記載の誘導電動機の制御装置において、
　前記電圧指令を生成する手段は、
　電流制御の演算に用いる磁束を前記誘導電動機内部の磁束方向の電流に対する第１の指
令値と電動機定数に基づいて計算することを特徴とする誘導電動機の制御装置。
【請求項７】
　請求項１ないし請求項６のいずれかに記載の誘導電動機の制御装置において、
　前記電圧指令を生成する手段は、
　前記誘導電動機の回転速度情報を得る手段と、前記誘導電動機に流入する電流を得る手
段と、前記誘導電動機に流入する電流を前記誘導電動機内部の磁束方向の電流と前記磁束
方向に直交する電流に座標変換する手段と、前記回転速度情報に基づいて前記インバータ
装置に対する周波数指令を生成する手段と、前記インバータ装置に印加される直流電圧を
得る手段と、前記インバータ装置を駆動する手段を有することを特徴とする誘導電動機の
制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、誘導電動機の制御装置に関する。以下の説明では、鉄道車両用誘導電動機を
例としているが、本発明の一適用例を示すものであり、本発明の適用範囲を限定するもの
ではない。
【背景技術】
【０００２】
　産業分野における交流電動機の制御方式として、ベクトル制御が広く適用されている。
ベクトル制御では、交流電動機内部の磁束と同期して回転する座標系（以下、回転座標系
という）を定義し、回転座標系上で、電流、電圧、磁束を表現する。これにより、交流量
である電流、電圧、磁束を直流量として扱うことが可能となる。さらに電流を磁束方向成
分（以下、励磁電流という）と磁束方向に直交する成分（以下、トルク電流という）に座
標変換し、励磁電流を一定に保持することで、直流電動機と同様にトルクと電流の比例関
係を成立させ、トルク制御の高精度化、高応答化を実現する方式である。
【０００３】
　交流電動機のベクトル制御に関する従来技術として、交流電動機の制御装置が、特許文
献１に記載されている。特許文献１に記載の交流電動機の制御装置では、永久磁石型同期
電動機の電流と電圧の関係を用いて、励磁電流が励磁電流に対する指令値（以下、励磁電
流指令という）に追従するように、また、トルク電流がトルク電流に対する指令値（以下
、トルク電流指令という）に追従するようにインバータ装置に対する電圧指令を生成する
。
【特許文献１】特開２００５－３９９１２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１は永久磁石型同期電動機を対象とした構成となっており、電動機内の磁束が
一定であることが前提となっている。永久磁石型同期電動機では、電流と電圧の関係式は
式（１）となる。
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【数１】

　ここで、Ｒ１：固定子の抵抗、Ｌｄ：ｄ軸方向のインダクタンス、Ｌｑ：ｑ軸方向のイ
ンダクタンス、Ｋｅ：誘起電圧定数、Ｉｄ’：励磁電流、Ｉｑ’：トルク電流、Ｖｄ’：
ｄ軸電圧、Ｖｑ’：ｑ軸電圧、ωｉｎｖ：周波数指令、ｓ：微分演算子である。
【０００５】
　前述のように永久磁石型同期電動機では、磁束が一定であるので、式（１）においてＫ
ｅは定数となる。そのため、励磁電流およびトルク電流がそれぞれΔＩｄ’、ΔＩｑ’だ
け変化したときのｄ軸電圧およびｑ軸電圧の変化ΔＶｄ’、ΔＶｑ’は式（２）となる。
【数２】

　このように、永久磁石型同期電動機の場合、電流変と電圧変化の関係を簡易な形で表現
することができるため、式（２）に基づいて、励磁電流およびトルク電流の干渉を考慮し
た電流制御手段を構成することでトルク制御の高精度化、高応答化が実現できる。
【０００６】
　一方、鉄道車両に広く用いられている誘導電動機では、電動機に電流を流すことで磁束
を発生させるため、電流、電圧の変化だけでなく磁束の変化も考慮する必要がある。誘導
電動機における電流、電圧、磁束の関係式は式（３）となる。また、電流の変化と電圧、
磁束の変化の関係は式（４）となる。
【数３】

【数４】

　ここで、Ｒσ：１次換算抵抗、ｌσ：１次換算漏れインダクタンス、Ｌ２：２次自己イ



(5) JP 2009-72006 A 2009.4.2

10

20

30

40

50

ンダクタンス、Ｒ２：回転子の抵抗、Ｍ：相互インダクタンス、Ｉｄ：励磁電流、Ｉｑ：
トルク電流、Ｖｄ：ｄ軸電圧、Ｖｑ：ｑ軸電圧、φｄ：ｄ軸磁束、ΔＩｄ：励磁電流の変
化分、ΔＩｑ：トルク電流の変化分、ΔＶｄ：ｄ軸電圧の変化分、ΔＶｑ：ｑ軸電圧の変
化分、Δφｄ：ｄ軸磁束の変化分、ωｉｎｖ：周波数指令、ωｒ：誘導電動機の回転速度
、ｓ：微分演算子である。
【０００７】
　誘導電動機では式（４）右辺の第３項のように磁束の変化を考慮する必要があり、電流
の変化分と電圧の変化分の関係が複雑になる。そのため、前記特許文献１のように、励磁
電流およびトルク電流の干渉を考慮した電流制御手段を容易に構成することができず、ト
ルク制御の高精度化、高応答化が困難であった。
【０００８】
　定常状態においては、誘導電動機内部の磁束は一定とみなせるが、過渡状態においては
、励磁電流およびトルク電流の干渉が発生し、磁束および電流が変動する。そのため、過
渡状態におけるトルク制御の高精度化、高応答化を実現するためには、励磁電流およびト
ルク電流の干渉を考慮した電流制御手段を構成する必要がある。
【０００９】
　本発明の課題は、誘導電動機の制御装置において、定常状態だけでなく過渡状態におい
てもトルク制御の高精度化、高応答化を実現することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明による誘導電動機の制御装置は、受電フィルタを介して直流電源に接続され、少
なくとも１台以上の誘導電動機を駆動するインバータ装置に対して電圧指令を生成する手
段を有し、前記電圧指令を生成する手段は、前記誘導電動機内部の磁束が一定であるとい
う仮定に基づいて、前記誘導電動機内部の磁束方向の電流と前記磁束方向に直交する電流
の干渉を考慮して、前記磁束方向の電流が前記磁束方向の電流に対する第１の指令値に追
従するように、また、前記磁束方向に直交する電流が前記磁束方向に直交する電流に対す
る第１の指令値に追従するように、電流制御を行うことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、励磁電流およびトルク電流の干渉を考慮した電流制御を行うことがで
きるため、定常状態だけでなく過渡状態においてもトルク制御の高精度化、高応答化が実
現できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下に、本発明の実施の形態について、図面を参照して説明する。
【実施例１】
【００１３】
　本発明の誘導電動機の制御装置における第１実施例を図１から図４を用いて説明する。
【００１４】
　図１（ａ）は、本発明を適用した誘導電動機の制御装置を示す図である。図１（ａ）に
おいて、インバータ装置３は、受電フィルタ２を介して、直流電源１と接続され、直流電
力を３相交流電力に変換する。誘導電動機４は、前記インバータ装置３から出力される３
相交流電力を入力として、これを軸トルクに変換して出力する。制御装置５は、前記イン
バータ装置３に対する電圧指令を出力する。
【００１５】
　また、図１（ｂ）は、誘導電動機におけるｄ軸干渉項（式（３）第１式の右辺第２項）
およびｑ軸干渉項（式（３）第２式の右辺第２項）と磁束の応答を示す図である。図１（
ｂ）において、横軸は時間を表し、縦軸はｄ軸干渉項、ｑ軸干渉項および磁束の大きさを
表す。また、太線および細線は、それぞれｄ軸干渉項、ｑ軸干渉項および磁束のステップ
応答を示す。
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【００１６】
　式（３）のように，誘導電動機内部で発生するｄ軸ｑ軸の干渉は、励磁電流およびトル
ク電流によって発生するｄ軸干渉項、ｑ軸干渉項と磁束によって発生する干渉項（式（３
）の右辺第３項）に分類できる。
【００１７】
　ｄ軸干渉項およびｑ軸干渉項と磁束の応答を比較すると，例えば鉄道車両用誘導電動機
では、電圧に対する電流の応答時間Ｔｉは１０ｍｓ程度であるのに対して、電流に対する
磁束の応答時間Ｔｆは２００ｍｓ～６００ｍｓ程度であり、２０倍以上遅いという特徴が
ある。そのため、電流の応答時間Ｔｉに対して磁束はほとんど変化しないとみなすことが
できる。
【００１８】
　そこで、電流の変化に対して、磁束は一定（図１（ｂ）の破線）であると仮定する。こ
の仮定を式（４）に用いることで、電流変化と電圧変化の関係を式（５）のように表現す
ることができる。

【数５】

　ここで、Ｒσ：１次換算抵抗、ｌσ：１次換算漏れインダクタンス、ΔＩｄ：励磁電流
の変化分、ΔＩｑ：トルク電流の変化分、ΔＶｄ：ｄ軸電圧の変化分、ΔＶｑ：ｑ軸電圧
の変化分、ωｉｎｖ：電圧指令の周波数成分、ｓ：微分演算子である。
【００１９】
　式（５）の関係に基づいて、励磁電流およびトルク電流の干渉を考慮して電流制御を行
うことで、トルク制御の高精度化、高応答化が実現できる。また、本発明は、過渡状態だ
けでなく定常状態においても適用可能である。本発明は、鉄道車両用誘導電動機を例に説
明したが、ＴｉおよびＴｆは電動機定数によって決定するものであり、Ｔｉに対してＴｆ
が十分に大きく電流の変化に対して磁束が変動しないとみなせる誘導電動機であれば鉄道
車両用以外の誘導電動機に対しても適用可能である。
【００２０】
　電流制御の演算周期と磁束の関係を図２に示す。図２において、横軸は時間を示し、縦
軸は磁束の大きさを示す。また、実線は誘導電動機内部の磁束を示し、破線は、電流制御
で使用する磁束を示す。
【００２１】
　磁束は、励磁電流に対して電動機定数によって決定する応答時間分遅れて変化する。そ
のため、電流制御に用いる磁束は、図２の実線のように、励磁電流指令と電動機定数に基
づいて誘導電動機内部の磁束を推定し、電流制御の演算に用いる場合は、図２の破線のよ
うに、一点鎖線で区切られた電流制御の演算周期ごとに一定とするのがよい。
【００２２】
　一定とする値は、演算周期の終了時間Ｔ１における励磁電流指令と電動機定数に基づい
て推定した磁束の値とするのがよい。これは、例えば電流制御では演算周期ごとに開始時
間Ｔ０から終了時間Ｔ１にかけて電流が指令値に収束するためである。
【００２３】
　本発明の具体的な構成例を図３に示す。図３において、後述する電流制御手段９（一点
差線で囲まれた部分）が本発明の特徴である電流制御を実施する手段である。ほかの構成
については、一構成例を示すものであって、その構成および手段を限定するものではない
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【００２４】
　インバータ装置３は、ノイズ除去のための受電フィルタ２を介して直流電源１と接続さ
れ、直流電力を３相交流電力に変換する。誘導電動機４は、前記インバータ装置３から出
力される３相交流電力を入力として、これを軸トルクに変換して出力する。制御装置５は
、前記インバータ装置に対する交流電圧指令Ｖｕ＊、Ｖｖ＊、Ｖｗ＊を出力する。
【００２５】
　前記制御装置５は、電圧ベクトル演算手段６と、第１の減算器７と、第２の減算器８と
、電流制御手段９と、第１の加算器１０と第２の加算器１１と、座標変換手段１２から構
成される。
【００２６】
　前記電圧ベクトル演算手段６は、第１の励磁電流指令Ｉｄ＊と、第１のトルク電流指令
Ｉｑ＊と、前記誘導電動機４の回転速度ωｒと、前記インバータ装置３に対する周波数指
令ωｉｎｖと、電動機定数に基づいて、第１のｄ軸電圧指令Ｖｄ＊および第１のｑ軸電圧
指令Ｖｑ＊を演算する。演算式は、式（６）となる。
【数６】

　ここで、Ｉｄ＊：前記第１の励磁電流指令、Ｉｑ＊：前記第１のトルク電流指令、Ｖｄ
＊：前記第１のｄ軸電圧指令、Ｖｑ＊：前記第１のｑ軸電圧指令、Ｒσ：１次換算抵抗、
ｌσ：１次換算漏れインダクタンス、Ｌ２：２次自己インダクタンス、Ｒ２：回転子の抵
抗、Ｔ２：２次時定数、Ｍ：相互インダクタンス、φｄ：ｄ軸磁束、ωｉｎｖ：周波数指
令、ωｒ：前記誘導電動機４の回転速度、ｓ：微分演算子である。
【００２７】
　第１の減算器７は、前記第１の励磁電流指令Ｉｄ＊から励磁電流Ｉｄを減算して、励磁
電流偏差ΔＩｄを演算する。第２の減算器８は、前記第１のトルク電流指令Ｉｑ＊からト
ルク電流Ｉｑを減算して、トルク電流偏差ΔＩｑを演算する。
【００２８】
　電流制御手段９は、前記第１の減算器７から出力される前記励磁電流偏差ΔＩｄと、前
記第２の減算器８から出力される前記トルク電流偏差ΔＩｑと、前記周波数指令ωｉｎｖ
と、電動機定数に基づいて、第２のｄ軸電圧指令ΔＶｄ＊および第２のｑ軸電圧指令ΔＶ
ｑ＊を演算する。
【００２９】
　前記電流制御手段９は、前述の式（５）に基づいて、式（７）のように構成する。この
とき、前記励磁電流偏差ΔＩｄの積分値ΔＩｄ／ｓと前記トルク電流偏差ΔＩｑの積分値
ΔＩｑ／ｓは、式（７）の上段の式と下段の式で共通とするのがよい。
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【数７】

　ここで、ΔＩｄ：前記励磁電流偏差、ΔＩｑ：前記トルク電流偏差、ΔＶｄ＊：前記第
２のｄ軸電圧指令、ΔＶｑ＊：前記第２のｑ軸電圧指令、ωｃ：前記電流制御手段１８の
応答周波数、Ｒσ：１次換算抵抗、ｌσ：１次換算漏れインダクタンス、ωｉｎｖ：前記
周波数指令、ｓ：微分演算子である。
【００３０】
　前記電流制御手段９の構成を図４に示す。ｄ軸比例演算器９０１は、第１の減算器７か
ら出力される前記励磁電流偏差ΔＩｄを入力とし、比例係数ωｃ＊ｌσを乗算して出力す
る。ｄ軸積分演算器９０２は、第１の減算器７から出力される前記励磁電流偏差ΔＩｄを
入力とし、積分係数ωｃ＊Ｒσを乗算して、積分演算した結果を出力する。
【００３１】
　ｑ軸比例演算器９０３は、第２の減算器８から出力される前記トルク電流偏差ΔＩｑを
入力とし、比例係数ωｃ＊ｌσを乗算して出力する。ｑ軸積分演算器９０４は、第２の減
算器８から出力される前記トルク電流偏差ΔＩｑを入力とし、積分係数ωｃ＊Ｒσを乗算
して、積分演算した結果を出力する。
【００３２】
　ｄ軸干渉演算器９０５は、前記ｄ軸積分演算器９０２の出力に干渉係数ωｉｎｖ＊ｌσ
／Ｒσを乗算して出力する。ｑ軸干渉演算器９０６は、前記ｑ軸積分演算器９０４の出力
に干渉係数ωｉｎｖ＊ｌσ／Ｒσを乗算して出力する。
【００３３】
　第３の加算器９０７は、前記ｄ軸比例演算器９０１の出力と前記ｄ軸積分演算器９０２
の出力を加算して出力する。第３の減算器９０８は、前記第３の加算器９０７の出力から
前記ｑ軸干渉演算器９０６の出力を減算して前記第２のｄ軸電圧指令ΔＶｄ＊を出力する
。
【００３４】
　第４の加算器９０８は、前記ｑ軸比例演算器９０３の出力と前記ｑ軸積分演算器９０４
の出力を加算して出力する。第５の減算器９１０は、前記第４の加算器９０８の出力と前
記ｄ軸干渉演算器９０５の出力を加算して前記第２のｑ軸電圧指令ΔＶｑ＊を出力する。
【００３５】
　第１の加算器１０は、前記電圧ベクトル演算手段６から出力される前記第１のｄ軸電圧
指令Ｖｄ＊と、前記電流制御手段９から出力される前記第２のｄ軸電圧指令ΔＶｄ＊を加
算することで、第３のｄ軸電圧指令Ｖｄ＊＊を演算する。第２の加算器１１は、前記電圧
ベクトル演算手段６から出力される前記第１のｑ軸電圧指令Ｖｑ＊と、前記電流制御手段
９から出力される前記第２のｑ軸電圧指令ΔＶｑ＊を加算することで、第３のｑ軸電圧指
令Ｖｑ＊＊を演算する。
【００３６】
　座標変換手段１２は、前記第１の加算器１０から出力される前記第３のｄ軸電圧指令Ｖ
ｄ＊＊と前記第２の加算器１１から出力される前記第３のｑ軸電圧指令Ｖｑ＊＊を座標変
換して、前記インバータ装置に対する交流電圧指令Ｖｕ＊、Ｖｖ＊、Ｖｗ＊を出力する。
【００３７】
　このように、電流の変動に対して磁束は変動しないという仮定に基づいて、励磁電流お
よびトルク電流の干渉を考慮した前記電流制御手段１８を構成する。これにより、定常状
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態だけでなく過渡状態においても、トルク制御の高精度化、高応答化が実現できる。
【実施例２】
【００３８】
　本発明の誘導電動機の制御装置における第２実施例を図５および図６を用いて説明する
。
　図５において、後述するｄ軸電流制御手段１３およびｑ軸電流制御手段１４（一点差線
で囲まれた部分）が本発明の特徴である電流制御を実施する手段である。ほかの構成につ
いては、一構成例を示すものであって、その構成および手段を限定するものではない。
【００３９】
　インバータ装置３は、ノイズ除去のための受電フィルタ２を介して直流電源１と接続さ
れ、直流電力を３相交流電力に変換する。誘導電動機４は、前記インバータ装置３から出
力される３相交流電力を入力として、これを軸トルクに変換して出力する。制御装置５は
、前記インバータ装置に対する交流電圧指令Ｖｕ＊’、Ｖｖ＊’、Ｖｗ＊’を出力する。
【００４０】
　前記制御装置５は、電圧ベクトル演算手段６と、第１の減算器７と、第２の減算器８と
、ｄ軸電流制御手段１３と、ｑ軸電流制御手段１４と、第１の加算器１０と第２の加算器
１１と、座標変換手段１２から構成される。
【００４１】
　前記電圧ベクトル演算手段６は、後述する第２の励磁電流指令Ｉｄ＊＊’と、後述する
第２のトルク電流指令Ｉｑ＊＊’と、前記誘導電動機４の回転速度ωｒ’と、前記インバ
ータ装置３に対する周波数指令ωｉｎｖ’と、電動機定数に基づいて、第１のｄ軸電圧指
令Ｖｄ＊’および第１のｑ軸電圧指令Ｖｑ＊’を演算する。演算式は、式（８）となる。
【数８】

　ここで、Ｉｄ＊＊’：前記第２の励磁電流指令、Ｉｑ＊＊’：前記第２のトルク電流指
令、Ｖｄ＊’：前記第１のｄ軸電圧指令、Ｖｑ＊’：前記第１のｑ軸電圧指令、Ｒσ：１
次換算抵抗、ｌσ：１次換算漏れインダクタンス、Ｌ２：２次自己インダクタンス、Ｒ２
：回転子の抵抗、Ｔ２：２次時定数、Ｍ：相互インダクタンス、φｄ：ｄ軸磁束、ωｉｎ
ｖ’：周波数指令、ωｒ’：前記誘導電動機４の回転速度、ｓ：微分演算子である。
【００４２】
　第１の減算器７は、前記第１の励磁電流指令Ｉｄ＊’から励磁電流Ｉｄ’を減算して、
励磁電流偏差ΔＩｄ’を演算する。第２の減算器８は、前記第１のトルク電流指令Ｉｑ＊
’からトルク電流Ｉｑ’を減算して、トルク電流偏差ΔＩｑ’を演算する。
【００４３】
　ｄ軸電流制御手段１３は、前記第１の減算器７から出力される前記励磁電流偏差ΔＩｄ
’と、電動機定数に基づいて、前記第２の励磁電流指令Ｉｄ＊＊’を演算する。ｑ軸電流
制御手段１４は、前記第２の減算器８から出力される前記電トルク流偏差ΔＩｑ’と、電
動機定数に基づいて、前記第２のトルク電流指令Ｉｑ＊＊’を演算する。
【００４４】
　前記ｄ軸電流制御手段１３および前記ｑ軸電流制御手段１４は、式（９）のように構成
する。
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【数９】

　ここで、ΔＩｄ’：前記励磁電流偏差、ΔＩｑ’：前記トルク電流偏差、Ｉｄｐ＊＊’
：前記第２の励磁電流指令、Ｉｑｐ＊＊’：前記第２のトルク電流指令、ωｃ：前記ｄ軸
電流制御手段１３および前記ｑ軸電流制御手段１４の応答周波数、Ｔσ：１次時定数（＝
ｌσ／Ｒσ）、ｓ：微分演算子である。
【００４５】
　前記ｄ電流制御手段１３および前記ｑ軸電流制御手段１４の構成を図５に示す。
前記ｄ電流制御手段１３において、比例演算器１３０１は、第１の減算器７から出力され
る前記励磁電流偏差ΔＩｄ’を入力とし、比例係数ωｃ＊Ｔσを乗算して出力する。積分
演算器１３０２は、第１の減算器７から出力される前記励磁電流偏差ΔＩｄ’を入力とし
、積分係数ωｃを乗算して、積分演算した結果を出力する。
【００４６】
　第６の加算器１３０３は、前記比例演算器１３０１の出力と前記積分演算器１３０２の
出力を加算することで、第２の励磁電流指令Ｉｄｐ＊＊’を出力する。
　前記ｑ電流制御手段１４において、比例演算器１４０１は、第２の減算器８から出力さ
れる前記トルク電流偏差ΔＩｑ’を入力とし、比例係数ωｃ＊Ｔσを乗算して出力する。
積分演算器１４０２は、第２の減算器８から出力される前記トルク電流偏差ΔＩｑ’を入
力とし、積分係数ωｃを乗算して、積分演算した結果を出力する。
【００４７】
　第７の加算器１４０３は、前記比例演算器１４０１の出力と前記積分演算器１４０２の
出力を加算することで、第２のトルク電流指令Ｉｑｐ＊＊’を出力する。
【００４８】
　第１の加算器１０は、前記電圧ベクトル演算手段６から出力される前記第１のｄ軸電圧
指令Ｖｄ＊’と、前記電圧ベクトル演算手段６から出力される前記第１のｑ軸電圧指令Ｖ
ｑ＊’を座標変換して、前記インバータ装置に対する交流電圧指令Ｖｕ＊’、Ｖｖ＊’、
Ｖｗ＊’を出力する。
【実施例３】
【００４９】
　本発明の誘導電動機の制御装置における第３実施例を図７を用いて説明する。
　第３実施例では、第２実施例におけるｄ軸電流制御手段１３の後段に第８の加算器１５
を追加し、第１の励磁電流指令Ｉｄｐ＊’と第２の励磁電流指令Ｉｄｐ＊＊’を加算する
ことで第３の励磁電流指令Ｉｄｐ＊＊＊’を生成する。
【００５０】
　また、ｑ軸電流制御手段１４の後段に第９の加算器１６を追加し、第１のトルク電流指
令Ｉｑｐ＊’と第２のトルク電流指令Ｉｑｐ＊＊’を加算することで第３のトルク電流指
令Ｉｑｐ＊＊＊’を生成する。
【００５１】
　これにより、電流制御手段を比例積分制御とフィードフォワード制御を併せた構成とす
ることができ、第２実施例に対して、電流指令の変化に対する応答を向上することができ
る。
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【００５２】
　また、電圧ベクトル演算手段６では、第３の励磁電流指令Ｉｄ＊＊＊’と、第３のトル
ク電流指令Ｉｑ＊＊＊’と、前記誘導電動機４の回転速度ωｒ’と、前記インバータ装置
３に対する周波数指令ωｉｎｖ’と、電動機定数に基づいて、第１のｄ軸電圧指令Ｖｄ＊
’および第１のｑ軸電圧指令Ｖｑ＊’を演算する。演算式は、式（１０）となる。
【数１０】

　ここで、Ｉｄ＊＊’：前記第２の励磁電流指令、Ｉｑ＊＊’：前記第２のトルク電流指
令、Ｖｄ＊’：前記第１のｄ軸電圧指令、Ｖｑ＊’：前記第１のｑ軸電圧指令、Ｒσ：１
次換算抵抗、ｌσ：１次換算漏れインダクタンス、Ｌ２：２次自己インダクタンス、Ｒ２
：回転子の抵抗、Ｔ２：２次時定数、Ｍ：相互インダクタンス、φｄ：ｄ軸磁束、ωｉｎ
ｖ’：周波数指令、ωｒ’：前記誘導電動機４の回転速度、ｓ：微分演算子である。
【産業上の利用可能性】
【００５３】
　鉄道車両においては、車両仕様としての加減速性能や空転滑走時の応答など、過渡状態
におけるトルク制御の精度および応答が要求される。このことから、本発明は、鉄道車両
の制御技術の分野において有効な技術であると考える。
【００５４】
　以上の説明では、鉄道車両用誘導電動機を例としているが、本発明の一適用例を示すも
のであり、本発明の適用範囲を限定するものではない。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】図１は、本発明を適用した誘導電動機の制御装置および誘導電動機における電流
と磁束の応答を示す図である。
【図２】図２は、本発明における電流制御手段の演算周期と磁束の関係を示す図である。
【図３】図３は、本発明を適用した誘導電動機の制御装置の第１実施例を示す図である。
【図４】図４は、本発明の第１実施例における電流制御手段の構成を示す図である。
【図５】図５は、本発明を適用した誘導電動機の制御装置の第２実施例を示す図である。
【図６】図６は、本発明の第２実施例および第３実施例における電流制御手段の構成を示
す図である。
【図７】図７は、本発明を適用した誘導電動機の制御装置の第３実施例を示す図である。
【符号の説明】
【００５６】
　　１　　直流電源
　　２　　受電フィルタ
　　３　　インバータ装置
　　４　　誘導電動機
　　５　　制御装置
　　６　　電圧ベクトル演算手段
　　７　　第１の減算器
　　８　　第２の減算器
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　　９　　電流制御手段
　　１０　　第１の加算器
　　１１　　第２の加算器
　　１２　　座標変換手段
　　１３　　ｄ軸電流制御手段
　　１４　　ｑ軸電流制御手段
　　１５　　第８の加算器
　　１６　　第９の加算器
　　９０１　　本発明の第１実施例におけるｄ軸比例演算器
　　９０２　　本発明の第１実施例におけるｄ軸積分演算器
　　９０３　　本発明の第１実施例におけるｑ軸比例演算器
　　９０４　　本発明の第１実施例におけるｑ軸積分演算器
　　９０５　　本発明の第１実施例におけるｄ軸干渉演算器
　　９０６　　本発明の第１実施例におけるｑ軸干渉演算器
　　９０７　　第３の加算器
　　９０８　　第４の加算器
　　９０９　　第３の減算器
　　９１０　　第５の加算器
　　１３０１　　ｄ軸電流制御手段１３における比例演算器
　　１３０２　　ｄ軸電流制御手段１３における積分演算器
　　１３０３　　第６の加算器
　　１４０１　　ｑ軸電流制御手段１４における比例演算器
　　１４０２　　ｑ軸電流制御手段１４における積分演算器
　　１４０３　　第７の加算器
　　Ｔｉ　　電動機定数に基づいた誘導電動機のｄ軸干渉項およびｑ軸干渉項の応答時定
数
　　Ｔｆ　　電動機定数に基づいた誘導電動機の磁束の応答時定数
　　Ｉｄｐ＊、Ｉｄｐ＊’　　第１の励磁電流指令
　　Ｉｑｐ＊、Ｉｑｐ＊’　　第１のトルク電流指令
　　Ｉｄｐ＊＊’　　第２の励磁電流指令
　　Ｉｑｐ＊＊’　　第２のトルク電流指令
　　Ｉｄｐ＊＊＊’　　第３の励磁電流指令
　　Ｉｑｐ＊＊＊’　　第３のトルク電流指令
　　Ｉｄ、Ｉｄ’　　励磁電流
　　Ｉｑ、Ｉｑ’　　トルク電流
　　ΔＩｄ、ΔＩｄ’　　励磁電流偏差
　　ΔＩｑ、ΔＩｑ’　　トルク電流偏差
　　Ｖｕ＊、Ｖｖ＊、Ｖｗ＊、Ｖｕ＊’、Ｖｖ＊’、Ｖｗ＊’　　交流電圧指令
　　Ｖｄ＊、Ｖｄ＊’　　第１のｄ軸電圧指令
　　Ｖｑ＊、Ｖｑ＊’　　第１のｑ軸電圧指令
　　ΔＶｄ＊　　第２のｄ軸電圧指令
　　ΔＶｑ＊　　第２のｑ軸電圧指令
　　Ｖｄ＊＊　　第３のｄ軸電圧指令
　　Ｖｑ＊＊　　第３のｑ軸電圧指令
　　Ｒσ　　１次換算抵抗
　　ｌσ　　１次換算漏れインダクタンス
　　ωｉｎｖ　　周波数指令
　　ωｃ　　電流制御手段の応答周波数
　　Ｔσ　　１次時定数
　　ｓ　　ラプラス演算子
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